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１．はじめに 

 

（１）中期財政見通しとは 

 

中期財政見通しとは、社会経済情勢や地方財政制度の動向、今後見込まれ

る人口動態の変化、行政サービスに対する市民ニーズなどを踏まえ、市税や

交付税、使用料・手数料などをはじめとする歳入の試算、総合計画に基づき

今後展開される施策等を盛り込んだ歳出の試算を行い、中期的な財政収支の

見通しを明らかにするものです。 

直近では、平成２２年１２月に、平成２２年度～平成２５年度を期間とす

る「中期財政見通し」を作成しましたが、この度、今後予想される変化など

を踏まえ、平成２５年度～平成３２年度を期間とする新たな「中期財政見通

し」を作成することとしました。 

 

（２）作成の目的 

 

当市の「中期財政見通し」は、次にあげる目的をもって作成するものです。 

 

● 総合計画に位置付けた施策・事業等の財源的裏付けを明らかにするとと

もに、それら事業の実施検討を行うための指針とする。 

 

● 計画的かつ安定的な財政運営を行うための指針にするとともに、財政健

全化に向けた取組策を検討するための材料とする。 

 

● 財政の現況及び見通しの公表を通じて、市民の皆様に行財政運営への理

解を深めていただくための一助とする。 

 

なお、作成にあたっては、総合計画に位置付けた事業、その他現時点で必

要性が高いと判断される事業を広く試算値に反映するなど、総合計画を着実

に推進することを前提としました。 

 

※今後の市政執行や財政運営は、社会経済情勢や国の地方財政計画などにより変化

するものであり、作成後については、毎年度、中期財政見通しの検証を行ってい

きます。 
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２．当市財政の現状 

 

平成２０年以後過去５年間の国内景気は、平成２０年後半以降、世界同時

不況の影響により急激に悪化しましたが、翌年夏以降は回復に転じ、その後

は緩やかながらも持ち直し傾向で推移しました。 

その後は、平成２３年３月に発生した東日本大震災の影響により一時的に

足踏み状態となったものの、生産・流通基盤の建て直しに伴い再び持ち直し

に転じ、平成２４年夏以降は、震災の復興需要を背景に回復基調で推移しま

したが、同年冬以降は、世界景気の減速等を背景に再び悪化に転じたことか

ら、同年１０月以降、国は、予備費の活用や補正予算の編成により、３度の

経済対策を講じました。 

当市の財政状況も景気動向と無縁ではありませんが、加えて過去５年間に

ついては、いわゆる「団塊の世代」の大量退職が重なったこともあり、個人

市民税を中心に市税が大きな落ち込みを見せ、平成２４年度の市税収入は、

平成２０年度に比べ４．２１億円の減額となりました。また、譲与税・交付

金についても、平成２０年度に比べ０．９４億円の減額となりました。 

一方、地方交付税は、平成２０年度以降年々増加し、平成２４年度には、

平成２０年度に比べ８．５０億円増額となりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、地方交付税に臨時財政対策債を加えた実質的な地方交付税の総額（地

方全体の総額）は、国の構造改革の一環として行われた、いわゆる「三位一

体の改革」の影響により、平成１６年度以降、４年連続で減少が続きました

が、その後、国の地方政策に変化が現れ、平成２０年度に５年振りとなる前

一般財源の推移
（単位：億円）

114.88 113.99 116.50 117.71 118.23

市 税 55.48 53.65 52.70 52.68 51.27

譲 与 税 ・ 交 付 金 7.94 7.66 7.70 7.42 7.00

地 方 交 付 税 51.46 52.68 56.10 57.61 59.96

※項目別に四捨五入しているため、合計と各項目の合計値は一致しない場合があります。

一 般 財 源

平成２４年度区　　分 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度
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年度比増、さらに翌２１年度からは、地方交付税に別枠での加算が行われた

ことにより、平成２２年度には改革前の水準にまで復元しました。 

これにより、当市の実質的な地方交付税も、平成２０年度には５年振りに

前年度に比べ増額となり、平成２２年度には、「三位一体の改革」前となる平

成１５年度の水準を上回るなど、平成２０年度から平成２４年度までの間で、

１２．５９億円増加しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

歳出に目を向けると、人件費については、平成１６年１０月以降継続して

きた給与の独自削減は平成２１年１２月で終了となったものの、定員適正化

計画に基づき定員の減員を行ったこと、退職手当のピークが過ぎたことなど

により、平成２４年度には、平成２０年度に比べ３．８１億円の減額となり

ました。 

扶助費は、平成２１年度以降、景気悪化による生活保護費増額の影響のほ

か、平成２２年度には子ども手当が創設されたことなどから年々増加し、平

成２４年度には、平成２０年度に比べ１１．０６億円の増額となりました。 

普通建設事業費は、国の補正予算で措置された交付金を活用し、経済対策

事業を実施したことなどにより、平成２０年度以降年々増加し、平成２４年

度には、平成２０年度に比べ１１．０７億円の増額となりました。 

繰出金は、平成２１年度に一時的に減となったものの、翌年度以降は、公

共下水道事業特別会計や介護保険特別会計に対する繰出金の増により年々増

加し、平成２４年度には、平成２０年度に比べ２．３５億円の増額となりま

した。 

 

 

 

実質的な地方交付税の推移
（単位：億円）

55.84 59.48 66.18 65.73 68.43

地 方 交 付 税 51.46 52.68 56.10 57.61 59.96

臨 時 財 政 対 策 債 4.38 6.80 10.08 8.12 8.47

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度

実質的な地方交付税

区　　分 平成２０年度 平成２１年度
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その他、公債費は、平成２３年度に一時的に上昇はしたものの、減少基調

で推移し、平成２４年度には、繰上償還分を除く通常分で、平成２０年度に

比べ０．３９億円の減額となりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

歳入歳出差引額から翌年度への繰越財源を除いた実質収支は、平成２１年

度には、前年度に比べ１．１９億円の増額となったものの、平成２２年度以

公債費の推移
（単位：億円）

33.56 32.83 32.17 32.72 32.46

う ち 通 常 分 32.85 32.54 32.17 32.72 32.46

うち繰上償還分 0.71 0.29 0.00 0.00 0.00

※うち通常分には一時借入金利子を含む

公 債 費

区　　分 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度

 

主な歳出の推移 　

（単位：億円）

42.38 37.40 38.52 39.04 38.57

う ち 退 職 手 当 8.48 5.06 5.95 5.86 6.39

33.63 36.63 41.45 44.38 44.69

う ち生 活保 護費 16.30 18.32 18.09 20.28 20.71

9.09 13.80 15.40 18.20 20.16

21.48 21.28 21.51 22.72 23.83

普 通 建 設 事 業 費

平成２３年度 平成２４年度平成２２年度

繰 出 金

区　　分 平成２０年度 平成２１年度

人 件 費

扶 助 費
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降は、歳入で市税が減額となり、歳出では扶助費や普通建設事業費が増額と

なった影響などから減額に転じ、平成２４年度には、平成２０年度に比べ０．

８０億円の減額となりました。また、単年度収支に基金の積立金と地方債の

繰上償還額を加算し、その合計額から財政調整基金取崩額を除いた実質単年

度収支については、平成２１年度及び平成２２年度には黒字を確保したもの

の、平成２３年度以降は赤字に転じ、平成２４年度には１．３４億円の赤字

となりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、各種財政指標については、実質的地方交付税の増加などにより一時

的に好転した時期はあったものの、平成２３年度には再び悪化に転じ、依然

高止まりの状態にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実質収支／単年度収支／実質単年度収支の推移
（単位：億円）

5.62 6.81 6.60 6.16 4.82

0.36 1.19 ▲ 0.21 ▲ 0.45 ▲ 1.34

▲ 0.11 0.88 0.90 ▲ 1.65 ▲ 1.34実質単年度収支

実 質 収 支

単 年 度 収 支

区　　分 平成２４年度平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度

  

財政指標の推移
（単位：％）

98.0 98.7 95.1 99.8 98.6

14.7 15.2 14.2 15.4 16.6

75.0 85.2 80.8 88.2 86.9将 来 負 担 比 率

経 常 収 支 比 率

区　　分 平成２４年度平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度

実質公債費比率
（ 単 年 度 ）
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経常収支比率は、毎年度収入される性質の一般財源（市税、譲与税・交付

金、地方交付税など）が、固定的な経費(人件費、扶助費、公債費など)にど

の程度用いられているかを示すものであり、その団体の財政の自由度を表す

指標です。平成２２年度には、実質的地方交付税の増額などにより一時的に

改善したものの、平成２３年度には再び悪化に転じ、平成２４年度において

も９８．６％と高止まりの状態にあるなど、財政構造の硬直化が相当程度進

んでいる状況にあります。 

 

実質公債費比率は、実質的な公債費の額（市債の元利償還金や公営企業の

元利償還金に対する繰出金など）が標準財政規模に占める割合を示すもので

あり、毎年度標準的に収入される一般財源が、公債費にどの程度用いられて

いるかを表す指標です。平成２０年度以降、一進一退を繰り返してきました

が、平成２４年度は、公共下水道事業特別会計の元利償還金に対する繰出金

が増額となったことなどから前年度に比べ悪化しました。 

 

将来負担比率は、普通会計の市債残高、公営企業の市債残高に対する今後

の繰出見込額、第三セクター（土地開発公社を含む）の負債のうち当該団体

の負担見込額などの合計額が、標準財政規模に占める割合を示すものであり、

当該団体が今後負担しなければならない負債の規模を表す指標です。年度に

よって標準財政規模の増減が大きいことなどから、平成２０年度以降、一進

一退を繰り返してきましたが、平成２４年度は、前年度に比べ１．３ポイン

ト改善しました。 

 

※標準財政規模＝地方税、普通交付税など毎年度経常的に収入される一般財源、減収補

てん債（特例分）（平成１８年度までは減税補てん債）及び臨時財政対策債の合計額

であり、毎年経常的に収入される一般財源の規模を示すものです。 

 

 

また、単年度の収支不足を補う財源調整用基金等（財政調整基金／減債基

金（ルール外）／北海道市町村備荒資金組合超過納付金）（以下「財源調整用

基金等」）の残高は、平成２２年度には財政調整基金を積み増したものの、平

成２１年度及び平成２３年度において、財源不足補てんのために取り崩しを

行ったことから、平成２４年度には平成２０年度に比べ０．４６億円の減と

なりました。 
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このように、これまで５年間の財政状況を振り返ると、国の地方政策の転

換により実質的地方交付税が増額となったこと、人件費や公債費をはじめと

する義務的経費が圧縮されたことなどにより、特に厳しい状態からは抜け出

したかのように見えますが、平成２３年度以降、実質単年度収支が再びマイ

ナスに転じたほか、経常収支比率は未だ高止まりの状態にあるなど、依然と

して厳しい財政状況にあることに変わりはありません。 

 

加えて、市税は、平成２０年度から平成２４年度までの間で４．２１億円

の減額となり、将来に向けた人口推移を勘案すると、さらに減収が見込まれ

る状況にあるほか、今後は、公共下水道事業特別会計における公債費のピー

クの到来や高齢化の進展により繰出金の増加が見込まれるなど、歳出の増要

因も多数予想されます。 

さらに当市では、公債費の高止まり等による財政状況の悪化を理由に、新

葬斎場を最後に新たな公共施設の整備等を控えてきましたが、平成２５年度

以降、公債費の高止まりが解消に向かうことから、これまで見送らざるを得

なかった喫緊の大型事業に順次取り組んでいかなければならない状況にあり、

これによる大きな財政負担も予想されるところです。 

 

また、国は、「経済財政運営と改革の基本方針」等において、地方交付税の

別枠加算見直しを示唆するなど、再び地方政策の方向性を転換しつつあり、

その動向によっては、実質的地方交付税が再び大きく減額される可能性もあ

り、予断を許さない状況にあります。 

 

財源調整用基金等の推移
（単位：億円）

11.52 10.79 12.06 10.91 11.06

財 政 調 整 基 金 5.83 5.24 6.35 5.15 5.15

減 債 基 金
（ ル ー ル 外 ）

0.44 0.25 0.37 0.37 0.48

北海道市町村備荒資
金 組 合 超 過 納 付 金 5.25 5.30 5.34 5.39 5.43

財 源 調 整 用 基 金

区　　分 平成２４年度平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度
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このように、当市の財政状況は、公債費の低下や実質的地方交付税の増額

などにより一部に明るい兆しは見られるものの、市税収入の減少や国の地方

政策の転換、喫緊の大型事業による財政負担など、財政状況の悪化要因も多

数予想される状況にあり、より長期にわたる財政収支の見通しを踏まえ、こ

れまで以上に計画的かつ慎重な財政運営を行うことが求められています。 
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３．中期財政見通しの基本的考え方 

 

（１）試算の範囲 

（対象会計） 

普通会計 

（特別会計の数と種類は団体により異なるため、財政に関する各種調査は

一定の基準に基づく統計上の会計により行われます。この一定の基準に

よる統計上の会計が普通会計であり、当市では一般会計と学校給食事業

がこれに該当します） 

 

※当市には、学校給食事業特別会計を含め、８つの特別会計が存在します。普通会

計を対象とする今回の見通しでは、給食会計以外の特別会計については、各会計

の財政試算を基に繰出見込額を算出し、これを歳出の試算値に反映しました。 

 

 

（期  間） 

   平成２５年度から平成３２年度 

  （中長期的な人口減少により市税の落ち込みが確実視されることに加え、   

国の地方政策の転換を背景に実質的地方交付税の先行きも不透明である

ことから、これまで以上に長期的な視点に立って財政運営を行う必要が

あります。加えて、今後予定される大型事業や土地開発公社の債務解消

を確実に実施するためにも、より長期にわたって財源的裏付けを明らか

にする必要があることから、これまで４年間だった対象期間を８年にす

ることとしました） 

 

 

（２）試算の前提 

（制  度） 

   歳入歳出ともに現行制度が継続することを前提に、将来の制度変更が確

実な事項であっても、現時点で詳細が明らかでないものについては、現行

制度が継続するものとして試算しました。なお、平成２６年４月１日及び

２７年１０月１日に予定される消費増税及びこれに伴う自動車取得税の段

階的廃止については、予定通り実施されることを前提に試算を行いました。 

 （景気動向） 

内閣府が本年８月に作成した「中長期の経済財政に関する試算」におけ
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る「参考ケース」を参考に、今後１０年間（平成２５年度～平成３４年度）、

国内経済が緩やかな成長を続けることを前提に試算を行いました。 

 （人口動態） 

   国立社会保障・人口問題研究所の人口推計を踏まえ、当市のこれまでの

人口推移や年齢構成、出生の将来状況等を加味して下記のとおり独自に推

計を行い、これを基礎として試算を行いました（具体的な人口推計方法は

別添資料参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （一般財源等） 

国は、本年６月に閣議決定した「経済財政運営と改革の基本方針につい

て」において、地方の安定的な財政運営に必要な一般財源の総額を確保す

る考えを示しました。よって、市税、地方交付税、譲与税・交付金の合計

額については、平成２４年度の水準を基準にしつつ、市税は上記人口推計

等を基に、地方交付税は人口推計や国が上記方針で示した地方財政に関す

る考え方等を踏まえ、譲与税・交付金は過年度実績等により試算を行いま

した。 

（投資的経費） 

別途策定した大型事業推進プラン登載の全事業を計上したほか、プラン

対象外事業についても、実施計画ローリングや過年度の事業実績等を踏ま

え、平成３２年度までの８年間に実施の必要性が高い事業を広く計上しま

した。また、現時点では予期できない大型事業が、見通し期間中に生じる

可能性を考慮し、各年度上積み分を計上しました。 

人口の推計
（単位：人）

50,830 50,675 50,530 50,132 49,734 49,336 48,938 48,556

１ ８ 歳 未 満 7,061 6,963 6,867 6,724 6,581 6,438 6,295 6,148

１ ８ 歳 ～ ６ ４ 歳 27,830 27,174 26,526 26,107 25,688 25,269 24,850 24,449

６ ５ 歳 以 上 15,939 16,538 17,137 17,301 17,465 17,629 17,793 17,959
※各年度とも３月３１日人口

平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度

全 市 人 口

平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度区　　分 平成２５年度
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（３）試算の方法 

歳入歳出ともに、平成２４年度決算を基礎に、過年度実績や人口推計、今

後の社会経済情勢、当市の特殊事情等を勘案の上、項目別に出来る限り個別

に分析し、試算しました。 

 

（４）収支の表示方法と財源不足の補てん 

前年度繰越金を除く歳入歳出差引額（単年度収支）を表示し、単年度の財

源不足額を財源調整用基金等からの繰入金や繰越金で補てんする方法をとり

ました。 
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４．中期財政見通し 

（１）試算結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：億円）

115.88 118.15 117.08 118.58 118.90 118.95 118.76 118.83

市 税 51.05 51.74 50.02 49.37 48.16 46.92 46.65 46.42

譲 与 税 ・ 交 付 金 6.93 9.58 10.87 11.01 11.12 11.24 11.36 11.48

地 方 交 付 税 57.90 56.84 56.19 58.20 59.62 60.79 60.76 60.93

39.37 39.31 39.72 40.42 38.48 37.21 37.59 35.83

47.80 23.46 26.91 25.07 22.14 23.25 22.80 21.80

17.34 16.56 15.43 17.73 15.54 17.35 15.67 16.11

分 担 金 ・ 負 担 金 0.40 0.40 0.40 0.40 0.40 0.40 0.40 0.40

使 用 料 ・ 手 数 料 6.96 6.92 6.88 6.83 6.79 6.74 6.70 6.65

財 産 収 入 0.58 0.56 0.56 0.55 0.55 0.55 0.54 0.54

寄 附 金 0.03 0.03 0.03 0.03 0.03 0.03 0.03 0.03

繰 入 金 3.32 1.38 0.67 3.27 0.81 2.71 1.10 1.65

諸 収 入 6.05 7.27 6.89 6.65 6.96 6.91 6.89 6.83

220.39 197.47 199.14 201.80 195.06 196.76 194.82 192.57

111.25 109.22 106.08 105.06 103.33 105.03 102.28 101.00

人 件 費 36.40 35.45 35.57 34.67 33.16 34.53 33.77 32.15

扶 助 費 44.35 44.29 44.04 43.59 43.24 42.88 42.50 42.12

公 債 費 30.51 29.48 26.47 26.80 26.93 27.63 26.02 26.72

15.94 21.78 25.29 28.17 23.13 22.97 22.92 22.08

普通建設事業費 15.75 21.59 25.09 27.98 22.93 22.77 22.72 21.88

受 託 事 業 費 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

災害復旧事業費 0.19 0.20 0.20 0.20 0.20 0.20 0.20 0.20

93.17 66.46 67.77 68.56 68.59 68.74 69.61 69.49

物 件 費 27.43 27.29 27.41 27.82 27.48 27.44 27.82 27.57

維 持 補 修 費 3.28 3.62 3.60 3.63 3.63 3.63 3.63 3.63

補 助 費 等 31.95 6.77 6.83 6.74 6.72 6.52 6.62 6.53

積 立 金 1.69 1.64 1.69 1.56 1.54 1.55 1.53 1.51

貸 付 金 3.54 0.42 0.42 0.42 0.42 0.42 0.42 0.42

繰 出 金 25.28 26.72 27.82 28.38 28.79 29.19 29.59 29.83

220.36 197.46 199.13 201.79 195.05 196.75 194.82 192.56

0.03 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01
※項目別に四捨五入しているため、合計と各項目の合計値及び差引額は一致しない場合があります。

平成３２年度

一 般 財 源

国 ・ 道 支 出 金

区　　分 平成２５年度 平成３０年度平成２６年度

そ の 他 の 歳 入

歳
　
　
　
　
入

合　　　　　 計  （ Ａ ）

歳入歳出差引額（単年度収支）

平成３１年度平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

市 債

歳
　
　
　
　
出

義 務 的 経 費

投 資 的 経 費

そ の 他 の 経 費

合　　　　　 計  （Ｂ）
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歳入は、第三セクター等改革推進債の活用が見込まれる平成２５年度を除

き、１９２億円台から２０１億円台で推移する見込みです（第三セクター等

改革推進債借入額を除く平成２５年度合計額は１９５．３５億円）。 

このうち、一般財源（市税／譲与税・交付金／地方交付税）は、消費増税

による地方消費税交付金増額の影響で平成２６年度に大きく増額となって以

降、期間を通じてほぼ横ばいで推移、国・道支出金は、減少基調で推移し、

特に平成３２年度には大きく減少、市債は、平成２８年度を境に減少し、以

後は期間を通じてほぼ横ばいで推移する見込みとなりました。 

 

歳出は、土地開発公社債務の代位弁済が見込まれる平成２５年度を除き、

１９２億円台から２０１億円台で推移する見込みです（土地開発公社代位弁

済額を除く平成２５年度合計額は１９５．３２億円）。 

このうち、義務的経費は、年度によって増減はあるものの、平成２７年度

以降は概ね１００億円台前半で推移、投資的経費は、平成２６年度に２０億

円台を超え、平成２８年度には２０億円台後半まで増加しますが、平成２９

年度以降は概ね２０億円台前半で推移する見込みです。また、その他の経費

は、物件費や維持補修費等はほぼ横ばいで推移するものの、繰出金が年々増

額となることから、期間前半は増加傾向で推移しますが、平成２８年度以降

は概ね７０億円程度で推移する見込みです。 

 

この結果、期間中のすべての年度で歳入が歳出を上回り、いずれの年度に

おいても、歳入歳出差引額（単年度収支）の黒字が確保される見込みです。

なお、８年間における単年度黒字の累積額は０．１０億円となる見込みです。 

歳入歳出や収支状況の詳細、財源調整用基金等の残高、財政指標等は次項

以下のとおりとなっております。 
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（２）歳入 

①一般財源 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【市税】 

（試算方法） 

税目別に各年度の調定額を算出し、これに収納率を乗じる方法により試算

しました。 

平成２５年度の調定額は、いずれの税目とも現時点の調定額を基礎に試算

しました。平成２６年度以降については、各税目とも平成２５年度試算額を

基礎として、個人市民税は人口推計や内閣府による「中長期の経済財政に関

する試算」の１人あたり国民総所得成長率等、法人市民税は過年度実績や同

試算の実質ＧＤＰ成長率等、固定資産税及び都市計画税、軽自動車税、入湯

税は過年度実績等、市たばこ税は過年度実績や人口推計、喫煙率の推移等に

より試算しました。 

また、収納率については、市たばこ税及び入湯税は１００％、その他の税

目の現年課税分は税目別平成２４年度実績、滞納繰越分は平成２５年度当初

予算で見込んだ収納率としました。 

（試算額） 

平成２５年度は、個人市民税が減となる影響などにより、前年度に比べ０．

２２億円減少しますが、平成２６年度には、固定資産税の増などにより一時

一般財源の見通し
（単位：億円）

115.88 118.15 117.08 118.58 118.90 118.95 118.76 118.83

市 税 51.05 51.74 50.02 49.37 48.16 46.92 46.65 46.42

譲 与 税 ・ 交 付 金 6.93 9.58 10.87 11.01 11.12 11.24 11.36 11.48

地 方 交 付 税 57.90 56.84 56.19 58.20 59.62 60.79 60.76 60.93

※項目別に四捨五入しているため、合計と各項目の合計値は一致しない場合があります。

平成３１年度 平成３２年度区　　分

一 般 財 源

平成２５年度 平成３０年度平成２６年度 平成２９年度平成２７年度 平成２８年度
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的に回復する見込みです。しかし、平成２７年度以降は、人口減少を背景に

個人市民税が毎年度減少することに加え、固定資産税も評価替えや消費増税

の影響により減少傾向で推移することなどから、平成３２年度には、平成２

５年度に比べ４．６３億円減の４６．４２億円となる見込みです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【譲与税・交付金】 

（試算方法） 

譲与税・交付金については、過年度実績や現時点での交付額、本年度地方

財政計画の伸率、内閣府による「中長期の経済財政に関する試算」の１人あ

たり国民総所得成長率などにより試算しました。 

（試算額） 

平成２５年度は、前年度に比べ０．０７億円減少しますが、平成２６年度

及び平成２７年度には、消費増税による地方消費税交付金増額の影響で大き

く増加、その後も景気回復の影響により増加傾向で推移し、平成３２年度に

は１１．４８億円となる見込みです。 

 

市税の見通し
（単位：億円）

18.77 18.62 18.43 18.34 18.22 18.10 17.97 17.85

2.51 2.50 2.50 2.51 2.51 2.51 2.51 2.51

19.23 20.02 18.87 18.53 17.76 16.96 16.97 16.99

0.73 0.75 0.76 0.77 0.78 0.78 0.79 0.79

4.27 4.12 3.95 3.76 3.59 3.43 3.27 3.13

1.75 1.79 1.82 1.86 1.87 1.88 1.90 1.91

3.79 3.93 3.69 3.61 3.43 3.26 3.25 3.23

51.05 51.74 50.02 49.37 48.16 46.92 46.65 46.42

※項目別に四捨五入しているため、合計と各項目の合計値は一致しない場合があります。

入 湯 税

都 市 計 画 税

合 計

市 民 税 （ 法 人 ）

固 定 資 産 税

軽 自 動 車 税

市 た ば こ 税

平成２５年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度区　　分

市 民 税 （ 個 人 ）

平成２６年度 平成２９年度平成２７年度 平成２８年度
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【地方交付税】 

（試算方法） 

普通交付税については、基準財政需要額と基準財政収入額を個別に積算し、

その差引きにより交付額を試算しました。 

このうち、基準財政需要額は、平成２５年度算定実績を基礎として、人口

推計により測定単位を置換したほか、事業費補正及び公債費方式算入分につ

いては、既発行分は理論償還表により調整、今後発行分は市債の推計値を基

に算入額を積算しました。また、基準財政需要額に算定される職員給与分に

ついては、平成２６年度以降、国家公務員の給与減額終了に伴って削減前に

復元するものと仮定したほか、平成２１年度より行われてきた地方交付税の

別枠加算については、国が本年６月に閣議決定した「経済財政運営と改革の

基本方針」等の内容を踏まえ、平成２６年度より廃止されるものと仮定しま

した。なお、消費増税による基準財政需要額の増額分については、その影響

額を計ることが困難であるため考慮しませんでした。 

基準財政収入額は、各年度とも、市税や譲与税・交付金の試算額に基づき

積算しました。 

特別交付税については、性質上個別積算が難しいことから、全期間を通じ

て、平成２５年度当初予算額としました。 

（試算額） 

  基準財政需要額は、臨時財政対策債分の公債費算入額が年々増加するため、

増加傾向で推移します。また、基準財政収入額は、地方消費税交付金の増額

で一時的に増となるものの、その後は市税の動向と比例して減少傾向で推移

します。このため、普通交付税は、平成２８年度～平成３０年度は年々増加

し、平成３０年度以降はほぼ横ばいで推移する見込みです。 

譲与税・交付金の見通し
（単位：億円）

6.93 9.58 10.87 11.01 11.12 11.24 11.36 11.48

地 方 譲 与 税 1.49 1.49 1.49 1.49 1.49 1.49 1.49 1.48

交 付 金 5.43 8.08 9.38 9.52 9.63 9.75 9.87 9.99

※項目別に四捨五入しているため、譲与税・交付金の額と各項目の合計値は一致しない場合があります。

平成３１年度 平成３２年度区　　分

譲 与 税 ・ 交 付 金

平成２５年度 平成３０年度平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度
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  また、特別交付税は期間を通じて同額と試算しました。 

これらの結果、地方交付税は、平成２７年度に５６．１９億円まで減少し

た後、平成２８年度以降は年々増加し、平成３２年度には、平成２５年度に

比べ３．０３億円増の６０．９３億円となる見込みです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②国・道支出金 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国・道支出金の見通し
（単位：億円）

39.37 39.31 39.72 40.42 38.48 37.21 37.59 35.83

国 庫 支 出 金 29.53 29.95 30.39 31.18 29.27 27.98 28.44 26.70

道 支 出 金 9.84 9.35 9.32 9.24 9.21 9.22 9.15 9.12

※項目別に四捨五入しているため、合計欄と各項目の合計値は一致しない場合があります。

平成３１年度 平成３２年度区　　分

国 ・ 道 支 出 金

平成２５年度 平成３０年度平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

 

地方交付税の見通し
（単位：億円）

57.90 56.84 56.19 58.20 59.62 60.79 60.76 60.93

普 通 交 付 税 53.90 52.84 52.19 54.20 55.62 56.79 56.76 56.93

特 別 交 付 税 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00

※項目別に四捨五入しているため、合計欄と各項目の合計値は一致しない場合があります。

平成３１年度 平成３２年度区　　分

地 方 交 付 税

平成２５年度 平成３０年度平成２６年度 平成２９年度平成２７年度 平成２８年度
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【国庫支出金】 

（試算方法） 

歳出の試算額に基づき、法律等で定められた負担率や補助率等により試算

しました。 

（試算額） 

平成２５年度は、前年度からほぼ横ばいとなりますが、平成２６年度から

平成２８年度にかけては、鷲別小学校改築事業などの影響により増加する見

込みです。その後は３０億円台を下回りはするものの、小中学校耐震化事業

や公営住宅建替事業などの影響もあり、２０億円台後半で推移し、平成３２

年度には２６．７０億円となる見込みです。 

 

【道支出金】 

（試算方法） 

歳出の試算額に基づき、法律等で定められた負担率や補助率等により試算

しました。 

（試算額） 

平成２５年度は、北海道からの受託事業の終了などにより、前年度に比べ

２．４６億円減少し、その後も人口減少を背景とした扶助費の動向などと比

例して漸減で推移、平成３２年度には、平成２５年度に比べ０．７２億円減

の９．１２億円となる見込みです。 
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③市債 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（試算方法） 

建設事業債については、歳出の試算額に基づき、定められた充当率により

試算しました。第三セクター等改革推進債については、土地開発公社債務の

代位弁済を行うことを見込み、平成２５年度に計上しました。臨時財政対策

債については、地方交付税試算時に積算した基準財政需要額の一定割合を計

上しました。また、退職手当債については、特例措置が終了する平成２７年

度までの各年度、人件費を試算する際に基礎とした定員数に基づき、発行可

能額を試算しました。 

（試算額） 

平成２５年度には、第三セクター等改革推進債の発行などにより、前年度

に比べ２４．５８億円増加しますが、平成２６年度以降は概ね２０億円台で

推移する見込みです。この間、平成２７年度には、鷲別小学校改築事業や公

営住宅建替事業の影響などにより２６．９１億円まで増加しますが、その後

は退職手当債の制度終了などもあり、２０億円台前半で推移し、平成３２年

度には、第三セクター等改革推進債を除く比較で、平成２５年度に比べ０．

９６億円減の２１．８０億円となる見込みです。 

市債の見通し
（単位：億円）

47.80 23.46 26.91 25.07 22.14 23.25 22.80 21.80

建 設 事 業 債 13.47 13.09 15.44 16.37 13.38 14.47 14.04 13.05
第三セクタ ー等 改革
推 進 債 25.04 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

臨時財政対策債 8.69 8.62 8.55 8.70 8.76 8.78 8.76 8.75

退 職 手 当 債 0.60 1.75 2.92 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

※項目別に四捨五入しているため、合計欄と各項目の合計値は一致しない場合があります。

平成３１年度 平成３２年度区　　分

市 債

平成２５年度 平成３０年度平成２８年度 平成２９年度平成２６年度 平成２７年度
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④その他の歳入 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【分担金・負担金】 

（試算方法） 

賦課根拠となる歳出の試算額に基づき、その伸率等により試算しました。 

（試算額） 

期間を通じて横ばいで推移する見込みです。 

 

【使用料・手数料】 

（試算方法） 

保育所運営費保護者負担金及び放課後児童クラブ保護者負担金については、

平成２４年度決算額を基礎として、過年度の平均入所率や人口推計などによ

り 試算しました。 

また、ごみ関係手数料や戸籍手数料等については、平成２４年度決算額を

基礎として、人口推計などにより試算しました。 

その他の使用料及び手数料については、過年度実績等を参考に試算しまし

た。 

その他の歳入の見通し
（単位：億円）

0.40 0.40 0.40 0.40 0.40 0.40 0.40 0.40

6.96 6.92 6.88 6.83 6.79 6.74 6.70 6.65

0.58 0.56 0.56 0.55 0.55 0.55 0.54 0.54

0.03 0.03 0.03 0.03 0.03 0.03 0.03 0.03

3.32 1.38 0.67 3.27 0.81 2.71 1.10 1.65

6.05 7.27 6.89 6.65 6.96 6.91 6.89 6.83

区　　分

分 担 金 ・ 負 担 金

諸 収 入

使 用 料 ・ 手 数 料

財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金

平成２５年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度
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なお、平成２６年度に予定する使用料・手数料の見直しについては、現在、

見直し額の精査を進めているところであり、試算には反映しておりません。 

（試算額） 

期間を通じて減少傾向で推移する見込みです。 

 

【財産収入】 

（試算方法） 

基金残高の推計や過年度実績等に基づき試算しました。 

（試算額） 

期間を通じてほぼ横ばいで推移する見込みです。 

 

【寄附金】 

（試算方法） 

過年度実績等を参考に試算しました。 

（試算額） 

期間を通じて横ばいで推移する見込みです。 

 

【繰入金】 

（試算方法） 

退職手当積立金繰入金については、各年度の退職手当推計額を踏まえ、当

該年度の収支状況等を勘案して繰入額を計上しました。その他の基金からの

繰入金については、充当対象となる歳出の試算額に基づき試算しました。 

（試算額） 

充当事業の増減に伴い変動し、平成３２年度には１．６５億円となる見込

みです。 

 

【諸収入】 

（試算方法） 

給食事業収入や貸付金元利収入等については、過年度実績等を参考に各年

度の調定額を算出、これに収納率を乗じる方法により試算しました。 

また、ごみ処理施設白老町負担金については、元利償還金分は当初協定に

よる確定額、維持管理経費分は白老町からのごみ搬入量やクリンクルセンタ

ーに係る維持管理経費の試算額により試算しました。なお、現在、白老町で

は、クリンクルセンターへのごみ搬入量の増量を検討しているところであり、
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現時点で、次年度以降の搬入量は決定しておりませんが、試算にあたっては、

同町内で排出されるごみの８割程度が搬入されることを想定しました。 

その他の収入については、過年度実績等を参考に試算しました。 

（試算額） 

平成２５年度は、前年度に比べ０．３０億円減少しますが、平成２６年度

以降はごみ処理施設白老町負担金の増額などにより増加し、平成３２年度に

は、平成２５年度に比べ０．７８億円増の６．８３億円となる見込みです。 

 

 

（３）歳出 

①義務的経費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【人件費】 

（試算方法） 

議員報酬等及び各種委員報酬については、現行の議員定数及び各種委員数、

過年度実績等により試算しました。 

職員給については、平成２５年度は現行職員数、平成２６年度以降は、退

職者数等を勘案し、下記の職員数を基礎としました。 

義務的経費の見通し
（単位：億円）

111.25 109.22 106.08 105.06 103.33 105.03 102.28 101.00

人 件 費 36.40 35.45 35.57 34.67 33.16 34.53 33.77 32.15

扶 助 費 44.35 44.29 44.04 43.59 43.24 42.88 42.50 42.12

公 債 費 30.51 29.48 26.47 26.80 26.93 27.63 26.02 26.72

※項目別に四捨五入しているため、合計欄と各項目の合計値は一致しない場合があります。

平成３１年度 平成３２年度区　　分

義 務 的 経 費

平成２５年度 平成３０年度平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度
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職員給の試算にあたっては、各年度の定期昇給を加味するとともに、退職

と新規採用による新陳代謝を考慮しました。また、期末・勤勉手当の支給率

は、平成２５年度現在の支給率（３．９５月）としました。 

共済費については、上記による職員給の試算額を基礎に、長期給付の負担

金率は各年度ルール分の上昇を見込んだほか、短期給付の負担金率について

も、各年度過去３カ年の平均上昇率により上昇するものとして試算しました。 

退職手当については、各年度の定年退職者数により試算しました。 

なお、給料、期末・勤勉手当、超過勤務手当、嘱託手当、共済費の試算に

あたっては、国内経済が緩やかな成長を続けることを前提に、平成２６年度

以降、一定程度の上昇を見込みました。 

また、平成２５年度の定年退職者より、退職共済年金の報酬比例部分の支

給開始年齢が段階的に６５歳に引き上げられることを踏まえ、平成２５年度

以降の退職者全員を再任用するものとして、これに係る人件費を加算しまし

た。 

（試算額） 

職員給及び共済費は、職員数の減や新陳代謝により、期間を通じて減少傾

向で推移します。また、退職手当は、年度による増減が大きく、４億円近く

まで上昇する年度もありますが、平成３２年度には１億円台前半まで減少し

ます。 

これらの結果、退職手当の動向によって一時的に増加する年度はあるもの

職員数の見通し（普通会計）
（単位：人）

394 389 386 383 378 375 373 368

27 17 17 20 16 11 18 16

22 14 14 15 13 9 13 10

389 386 383 378 375 373 368 362

444 440 437 432 429 427 422 416

区　　分

前 年 度 職 員 数

参 考）全　　会　　計

前 年 度 退 職 者 数

補 充 職 員 数

当 該 年 度 職 員 数

平成２５年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度平成２６年度 平成２９年度平成２７年度 平成２８年度
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の、全体としては減少基調で推移し、平成３２年度には、平成２５年度に比

べ４．２５億円減の３２．１５億円となる見込みです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【扶助費】 

（試算方法） 

現行の社会保障制度が継続することを前提としたほか、将来における制度

変更が確実な事項であっても、現時点でその詳細が明らかでないものについ

ては、現行制度が継続するという仮定の下、平成２４年度決算を基礎として、

人口推計や過年度実績等により試算しました。 

（試算額） 

人口減少等により、期間を通じて減少傾向で推移し、平成３２年度には、

平成２５年度に比べ２．２３億円減の４２．１２億円となる見込みです。 

人件費の見通し
（単位：億円）

1.52 1.48 1.43 1.39 1.35 1.31 1.27 1.23

0.53 0.40 0.46 0.46 0.40 0.46 0.46 0.46

34.77 34.07 34.22 33.41 31.93 33.26 32.55 30.96

職 員 給 22.64 22.75 22.40 22.09 22.20 21.91 21.50 21.61

共 済 費 4.99 4.80 4.85 4.90 5.03 5.13 5.18 5.31

退 職 手 当 3.71 3.50 3.91 3.42 1.96 3.32 2.88 1.30

嘱 託 手 当 等 2.98 2.57 2.61 2.55 2.29 2.45 2.54 2.29

特別職の給与等 0.44 0.44 0.44 0.44 0.44 0.44 0.44 0.44

そ の 他 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01

▲ 0.21 ▲ 0.21 ▲ 0.21 ▲ 0.21 ▲ 0.21 ▲ 0.21 ▲ 0.21 ▲ 0.21

▲ 0.22 ▲ 0.30 ▲ 0.35 ▲ 0.39 ▲ 0.32 ▲ 0.31 ▲ 0.31 ▲ 0.30

36.40 35.45 35.57 34.67 33.16 34.53 33.77 32.15

※項目別に四捨五入しているため、合計と各項目の合計値は一致しない場合があります。

平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度区　　分

議 員 報 酬 等

平成２９年度

合 計

委 員 等 報 酬

給 与 費

平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

普 通 建 設 事 業
人 件 費 振 替 分

後 期 高 齢
人 件 費 振 替 分

平成２５年度
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【公債費】 

（試算方法） 

平成２４年度までの借入分に係る元利償還金は確定額、平成２５年度以降

借入分に係る元利償還金は、普通建設事業費等の試算額により算出した各年

度の地方債発行額に基づき試算しました。また、平成２５年度に、土地開発

公社債務を代位弁済するための財源として、第三セクター等改革推進債を発

行することを見込み、平成２６年度以降については、第三セクター等改革推

進債に係る元利償還金を見込みました。 

（試算額） 

平成２５年度には、前年度に比べ１．９５億円減少し、平成２６年度以降

についても、第三セクター等改革推進債の発行により年間２．５億円～２．

８億円の増加を見込んでなお、減少基調で推移する見込みです（平成２５年

度に比べ１．０３億円～４．４９億円減）。この結果、平成３２年度には、平

成２５年度に比べ３．７９億円減少し、２６．７２億円となる見込みです。 

 

②投資的経費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【普通建設事業費】 

 

投資的経費の見通し
（単位：億円）

15.94 21.78 25.29 28.17 23.13 22.97 22.92 22.08

普通建設事業費 15.75 21.59 25.09 27.98 22.93 22.77 22.72 21.88

受 託 事 業 費 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

災害復旧事業費 0.19 0.20 0.20 0.20 0.20 0.20 0.20 0.20

※項目別に四捨五入しているため、合計と各項目の合計値は一致しない場合があります。

平成３１年度 平成３２年度区　　分

投 資 的 経 費

平成２５年度 平成３０年度平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度
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（試算方法） 

別途策定した「大型事業推進プラン」登載の全事業を計上したほか、プラ

ン対象外事業についても、実施計画ローリングや過年度の事業実績等を踏ま

え、平成３２年度までの８年間に実施の必要性が高い事業を広く計上しまし

た。 

また、現時点では予期できない大型事業が、見通し期間中に生じる可能性

を考慮し、各年度上積み分を計上しました。 

（試算額） 

普通建設事業費を目的別に見ると、防災関連では、アナログ波の使用期限

が平成２８年５月に満了することを踏まえ、防災行政無線（同報系）の整備

に要する事業費を計上したほか、福祉関連では、鷲別小学校隣接地に鷲別児

童館を移転改築するのに必要な事業費を計上しました。 

衛生関連では、クリンクルセンターの計画的管理に必要な施設等の改修事

業費、それぞれ平成１５年度と平成２２年度に供用廃止した旧火葬場と旧し

尿処理施設の解体に必要な事業費などを計上しました。 

土木関連では、市民生活に欠くことができない道路排水等の整備や老朽化

した橋梁の計画的整備に必要な事業費を計上したほか、キウシト湿原緑地保

全事業や老朽化した公園設備の計画的整備に要する事業費、公営住宅の大規

模改修や建替え等に要する事業費などを計上しました。 

消防関連では、老朽化した消防緊急救急通信指令装置や消防用車両の更新

に要する事業費などを計上したほか、教育関連では、鷲別小学校の建替やそ

の他小中学校校舎の耐震化・改修に要する事業費などを計上しました。 

また、現時点では想定できない大型事業分として、平成２５年度～平成３

２年度までの８年間で一定規模の事業費を計上しました。 

これらの結果、普通建設事業費は、平成２５年度こそ１５億円台に留まる

ものの、平成２６年度以降は、期間を通じて２０億円台で推移し、平成３２

年度には、平成２５年度に比べ６．１３億円増の２１．８８億円となる見込

みです。 
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③その他の経費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

普通建設事業費の見通し
（単位：億円）

13.32 18.31 21.58 19.37 14.07 7.81 9.49 6.66

2.43 3.28 3.51 8.61 8.86 14.96 13.23 15.22

15.75 21.59 25.09 27.98 22.93 22.77 22.72 21.88

※項目別に四捨五入しているため、合計と各項目の合計値は一致しない場合があります。

平成２８年度 平成２９年度

そ の 他 事 業

合 計

平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度

大 型 事 業 推 進 プ ラ ン 登 載 事 業

区　　分 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

 

その他の経費の見通し
（単位：億円）

27.43 27.29 27.41 27.82 27.48 27.44 27.82 27.57

3.28 3.62 3.60 3.63 3.63 3.63 3.63 3.63

31.95 6.77 6.83 6.74 6.72 6.52 6.62 6.53

1.69 1.64 1.69 1.56 1.54 1.55 1.53 1.51

3.54 0.42 0.42 0.42 0.42 0.42 0.42 0.42

25.28 26.72 27.82 28.38 28.79 29.19 29.59 29.83

平成２８年度 平成２９年度平成２５年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度平成２６年度 平成２７年度

繰 出 金

区　　分

物 件 費

維 持 補 修 費

補 助 費 等

積 立 金

貸 付 金
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【物件費】 

（試算方法） 

債務負担行為や長期継続契約により平成２５年度以降の支出額が確定して

いるものについては、契約額等を計上しました。その他、小中学校の耐震診

断委託料などについては、現時点における支出見込額を計上しました。その

他については、平成２４年度決算を基礎として、過年度実績等により試算し

ました。 

なお、平成２６年４月及び平成２７年１０月に予定される消費増税につい

ては、予定通り実施されることを前提に、試算後の細節別合計額に増税影響

分を加算しました。 

（試算額） 

  年度による増減はあるものの、消費増税の影響などもあり、全体としては

漸増で推移し、平成３２年度には、平成２５年度に比べ０．１４億円増の２

７．５７億円となる見込みです。 

 

【維持補修費】 

（試算方法） 

現行の公共施設等が今後８年間維持されるという仮定の下、平成２４年度

決算を基礎として、過年度実績等により試算しました。 

なお、平成２６年４月及び平成２７年１０月に予定される消費増税につい

ては、予定通り実施されることを前提に、試算後の細節別合計額に増税影響

分を加算しました。 

（試算額） 

  年度により多少の増減はあるものの、期間を通じてほぼ横ばいで推移する

見込みです。 

 

【補助費等】 

（試算方法） 

現行の補助制度等が継続するという仮定の下、過年度実績等により試算し

ました。また、平成２５年度には、第三セクター等改革推進債を財源として、

土地開発公社債務の代位弁済を行うことを見込みました。 

（試算額） 

土地開発公社債務の代位弁済により、平成２５年度には、前年度に比べ２

４．１０億円増加するものの（土地開発公社債務の代位弁済を除く比較では

０．９４億円減）、平成２６年度には６．７７億円まで減少します。その後も
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年度により増減はあるものの、全体としては漸減で推移し、平成３２年度に

は、土地開発公社債務の代位弁済分を除く比較で、平成２５年度に比べ０．

３８億円減の６．５３億円となる見込みです。 

 

【積立金】 

（試算方法） 

歳入の財産収入や寄附金等の試算額に基づき、各種基金への積立額を試算

しました。また、退職手当積立金については、人件費の試算額に基づき、各

年度の積立額を試算しました。 

（試算額） 

  期間を通じて漸減で推移し、平成３２年度には１．５１億円となる見込み

です。 

 

【貸付金】 

（試算方法） 

毎年度経常的に生じるものについては、過年度実績により試算したほか、

単発の大型事業については、現時点における支出見込額を計上しました。 

（試算額） 

  平成２５年度は、特別養護老人ホーム整備事業に対する地域総合整備資金

貸付金が見込まれることから、前年度に比べ３．０４億円の増加となります

が、平成２６年度以降は、平成２４年度並みに減少し、期間を通じて横ばい

で推移する見込みです。 

 

【繰出金】 

（試算方法） 

国民健康保険特別会計、介護保険特別会計、後期高齢者医療特別会計に対

する繰出金については、現行の社会保障制度が継続することを前提としたほ

か、将来における制度変更が確実な事項であっても、現時点でその詳細が明

らかでないものについては、現行制度が継続するという仮定の下、平成２４

年度決算を基礎として、人口推計や過年度実績等により試算しました。また、

公共下水道事業特別会計や簡易水道事業特別会計、カルルス温泉スキー場事

業特別会計については、過年度実績や使用料収入、公債費の見込みなどによ

り試算しました。 

（試算額） 

  平成２５年度には、公共下水道事業特別会計に対する繰出金の増などによ
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り、前年度に比べ１．４５億円増加し、その後も、公共下水道事業特別会計

や介護保険事業特別会計に対する繰出金、後期高齢者医療療養給付費負担金

の増などにより増加傾向で推移し、平成３２年度には、平成２５年度に比べ

４．５５億円増の２９．８３億円となる見込みです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

繰出金の見通し
（単位：億円）

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度

3.46 3.83 3.83 3.83 3.83 3.83 3.83 3.83

4.79 5.21 5.36 5.53 5.70 5.88 6.06 6.25

1.47 1.53 1.60 1.64 1.68 1.72 1.76 1.80

6.49 6.82 7.15 7.36 7.57 7.79 8.00 8.20

8.49 8.73 9.29 9.44 9.42 9.39 9.35 9.15

0.58 0.60 0.59 1.49 0.59 0.58 0.59 0.60

区　　分

そ の 他 繰 出 金

介 護 保 険
特 別 会 計 繰 出 金

後 期 高 齢 者 医 療
特 別 会 計 繰 出 金

国 民 健 康 保 険
特 別 会 計 繰 出 金

公 共 下 水 道 事 業
特 別 会 計 繰 出 金

後 期 高 齢 者 医 療
療 養 給 付 費 負 担 金
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（４）収支状況 

①収支状況及び財源不足の補てん 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

期間中のすべての年度で歳入が歳出を上回り、いずれの年度においても歳

入歳出差引額（単年度収支）の黒字が確保される見込みです。 

各年度の黒字額は、０．０１億円～０．０３億円となる見込みであり、最

大額が平成２５年度の０．０３億円、その他の年度は０．０１億円となる見

込みです。 

この結果、期間を通じて繰越金の支消、財源調整用基金等の取り崩しによ

る繰入は生じない見込みです。 

 

②財源調整用基金等及び繰越金の状況 

上記の結果、財源調整用基金等の残高及び各年度における繰越金は次のと

おりとなる見込みです。 

収支状況（前年度繰越金除く）及び財源不足の補てん
（単位：億円）

220.39 197.47 199.14 201.80 195.06 196.76 194.82 192.57

220.36 197.46 199.13 201.79 195.05 196.75 194.82 192.56

0.03 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

0.03 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01

※項目別に四捨五入しているため、合計と各項目の合計値及び差引額は一致しない場合があります。

繰 越 金 支 消 額

財源調整用基金等繰入金

財 源 措 置 後 の 収 支

歳 入

歳 出

歳入歳出差引額（単年度収支）

平成３１年度 平成３２年度区　　分 平成２５年度 平成３０年度平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度
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  最終年度となる平成３２年度末の財源調整用基金等の残高は１１．４５億

円となり、平成２５年度末に比べ０．３４億円増加する見込みです。 

また、平成３２年度末の繰越金は、平成２５年度末に比べ０．０６億円増

の５．０７億円となる見込みであり、平成２４年度とほぼ同程度の繰越金を

確保することができる見込みです。 

この結果、平成３２年度末における財源調整用基金等残高と繰越金の合計

額は１６．５２億円となり、この合算額は、平成３３年度以降の財政運営に

おいて、財源調整に活用できる市の貯金となります。 

 

③市債残高の状況 

期間中の市債残高は次のとおりとなる見込みです。 

 

 

 

財源調整用基金等の残高及び繰越金の状況
（単位：億円）

11.11 11.16 11.21 11.26 11.31 11.35 11.40 11.45

財 政 調 整 基 金 5.15 5.15 5.16 5.16 5.16 5.16 5.16 5.17

減 債 基 金 （ル ール 外） 0.48 0.48 0.48 0.48 0.48 0.48 0.48 0.49

北海道市町村備荒資金組合
超 過 納 付 金 5.48 5.52 5.57 5.62 5.66 5.71 5.75 5.80

5.01 5.02 5.03 5.04 5.04 5.05 5.06 5.07

16.12 16.18 16.24 16.30 16.35 16.40 16.46 16.52

平成３２年度平成３１年度区　　分 平成２６年度

※項目別に四捨五入しているため、市債残高の額と各項目の合計値は一致しない場合があります。なお、数値は、財源調整用基金等、繰越金ともに年度末残高の状況

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度平成２５年度

財 源 調 整 用 基 金 等

繰 越 金

合 計
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平成２５年度末の市債残高は、平成２５年度に第三セクター等改革推進債

の発行を見込むことから、前年度に比べ２１．４５億円増加します（第三セ

クター等改革推進債に係る市債残高を除く比較では３．５９億円減）。その後

も、鷲別小学校建替事業等の影響から増加傾向で推移し、平成２８年度には

２４８．１２億円まで増加しますが、平成２９年度以降は減少に転じ、平成

３２年度には、平成２５年度に比べ０．８７億円減の２４４．２７億円とな

る見込みです。 

 

④財政指標の状況 

期間中の各種財政指標は次のとおりとなる見込みです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市債残高の状況
（単位：億円）

245.14 242.63 246.47 248.12 246.71 245.69 245.82 244.27

一 般 会 計 245.01 242.51 246.36 248.01 246.62 245.61 245.75 244.20

学校給食事業特別会計 0.13 0.12 0.12 0.10 0.09 0.08 0.07 0.06

※項目別に四捨五入しているため、市債残高の額と各項目の合計値は一致しない場合があります。

平成２９年度 平成３０年度

市 債 残 高

平成３２年度平成３１年度区　　分 平成２６年度平成２５年度 平成２７年度 平成２８年度

 

財政指標の推移
（単位：％）

15.7 14.9 13.2 13.1 12.3 12.6 11.0 12.3

81.2 78.1 76.3 75.6 72.5 72.8 72.5 71.5将 来 負 担 比 率

平成３２年度

実 質 公 債 費 比 率
（ 単 年 度 ）

区　　分 平成２６年度 平成３１年度平成２５年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度
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実質公債費比率（単年度）は、公共下水道事業特別会計に対する公債費充

当繰出金が増加する影響などにより、平成２５年度には前年度に比べ０．９％

程度悪化する見込みですが、平成２６年度以降は、普通会計の公債費が減少

傾向で推移し、且つ分母となる標準財政規模も増加傾向で推移する影響など

から改善基調で推移し、平成３２年度には、平成２５年度に比べ３．４ポイ

ント改善の１２．３％となる見込みです。 

 

将来負担比率については、平成２５年度、第三セクター等改革推進債の発

行により分子に積算される地方債残高は増加しますが、同じく分子に積算さ

れる土地開発公社債務はゼロとなることから、同年度における比率への影響

はなく、逆に、通常分（第三セクター等改革推進債以外分）の地方債残高が

減少する影響などから、前年度に比べ５．７ポイント改善する見込みです。

その後も、地方債現在高や退職手当引当金が減少傾向で推移することなどに

より、平成３２年度には、平成２５年度に比べ９．７ポイント改善し、７１．

５％となる見込みです。 
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５．今後の財政運営について 

 

今回の「中期財政見通し」では、期間中の全年度で単年度収支の黒字が確

保される結果となりました。また、実質公債費比率（単年度）や将来負担比

率といった財政指標についても、平成３２年度には、前者では４．３ポイン

ト、後者では１５．４ポイント、平成２４年度に比べ改善する見込みです。 

当市では、これまで１０年以上にわたり公債費の高止まりに苦しんできま

したが、投資的経費の抑制に努めた結果、平成２７年度には、平成１９年度

のピーク時に比べ９億円以上低下する見込みです。 

 

しかし、必要性の高い大型事業を財政的な理由から先送りしてきたことも

確かであり、今回の中期財政見通しには、別途策定した大型事業推進プラン

に基づき、喫緊の大型事業を広く計上しました。特に、旧火葬場及び旧し尿

処理場解体事業は、供用廃止後、厳しい財政状況から実施を先送りしてきた

ものであり、収支見通しを勘案した結果、事業費計上に至ったものです。 

加えて、当市では、土地開発公社の債務解消を喫緊の課題と認識しながら、

財政的な理由から後回しせざるを得ない状態が続いてきましたが、平成２５

年度には、第三セクター等改革推進債を活用し、これら債務を代位弁済する

こととしました。 

旧施設の解体や公社債務は、厳しい財政状況から解消を後回しにしてきた

実質的な市の負債であり、今般、平成２６年度以降の収支見通しを踏まえて

期間中の実施を決定しましたが、今後の財政運営にあたっては、これら事業

に係る負担が将来の足枷になることがないよう注意しなければなりません。 

 

さらに、中長期的な人口推移を考えれば、市税収入は年々減少せざるを得

ない状況にあるほか、国の地方政策の転換により、実質的地方交付税が大き

く減額されることも懸念されるところです。 

 

こうした中にあって、市民が必要とするサービスを将来にわたって安定的

に提供するためには、今回の「中期財政見通し」で示された数値をひとつの

目標に、少なくとも単年度収支で黒字を確保し、財源調整用基金等に頼らな

い、持続可能な財政運営を行うよう努力しなければなりません。 

 加えて、施設の現況等を考えれば、市役所本庁舎や消防庁舎その他の公共

施設の更新等については、近い将来に具体的事業に発展する可能性が高く、

これによる大きな財政負担も予想されることから、これら事業に備え、より

いっそう慎重な財政運営に努めなければなりません。 


